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１．策定の趣旨 ２．計画の構成と期間
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本市が将来にわたって持続的に発展していけるよう，本格化する人口減少や人口

構造の変化など様々な時代の潮流に的確に対応しながら，計画的で戦略性の高い行

政経営を展開していくため，「第６次総合計画後期基本計画」に掲げた施策・事業

をどのように実施していくかを明らかにし，もって予算編成及び事務執行の指針と

するもの

構 成 事業計画及び財政計画

期 間 令和６年度から令和８年度までの３か年



３．今回の計画の性格
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「第６次宇都宮市総合計画後期基本計画」(計画期間：令和５～９年度)で掲げた，

目指すまちの姿である「スーパースマートシティ」の実現に向け，重点的な取組として

位置付けた「まちづくり好循環プロジェクト」や「戦略事業」をはじめとする施策・事

業の具体化を図り，基本計画の実効性を高め，着実に推進するための実施計画とする。

後期基本計画

Ｒ５年度 実施計画

令和５ ６ ７ ８ ９ １０ １２

Ｒ４年度 実施計画

後期基本計画に掲げた
取組を着実に具体化

施策目標
の達成

ＳＳＣの
実現



４．本市を取り巻く状況
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【国等の動向】

⑴ 少子・超高齢社会の急速な進行

・ 我が国のこども（１５歳未満）の数は４２年連続で減少，特に２０００年代

に入ってからは出生数が急速に減少し，そのスピードも加速化し続けており，

総人口の将来推計は５０年後に現在の約７割に減少すると見込まれている。

・ 一方で，総人口に占める高齢者は過去最高を更新し続けており，３人に１人

が高齢者となる時代は目前となっているが，平均寿命と比べ健康寿命の伸びが

大きくなるなど，元気な高齢者が増加傾向にある。

⑵ 不安定な世界情勢下での経済の見通し

・ 経済動向については，雇用や所得の環境の改善により緩やかな回復が続くこ

とが期待されているが，物価の高騰や円安等の影響に十分注意する必要がある

とされている。



４．本市を取り巻く状況
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⑶ ポスト・コロナへの対応

⑷ 国際的な課題の解決に向けた気運の高まり（Ｇ７広島サミットの開催）

・ 令和５年５月に「Ｇ７広島サミット」が開催され，国際社会が直面する様々

な課題について幅広く議論が交わされたところであり，特に環境分野において

は，声明の中にエネルギー部門の脱炭素化と再生可能エネルギーの展開の加速

などが盛り込まれるとともに，同サミットにおいて，カーボンニュートラルの

実現に向けた本市の取組が国内外に広く情報発信された。

・ 令和５年５月に新型コロナウイルス感染症の感染症法に基づく位置づけが５

類に変更となり，社会経済活動の正常化に向け，一段と弾みがつくことが想定

される中，個人消費の持ち直しやインバウンドの回復・拡大が期待される一方

で， 「孤独・孤立」 「デジタルデバイド」など顕在化した諸課題への対応が

求められている。



・ 「Ｇ７広島サミット」に合わせ，本県においては令和５年６月に「男女共同

参画・女性活躍担当大臣会合」が開催され，男女間の賃金格差などの経済面で

のジェンダー格差解消が喫緊の課題とし，女性やＬＧＢＴなど性的少数者の人

権と尊厳が尊重される社会の実現へ努力を続けること，女性がデジタルなどの

成長産業に参入できるよう，教育やリスキリングの機会を増やすことなどが共

同声明で発信されたところであり，これを契機に，男女共同参画・女性活躍に

向けて，より一層機運が高まり，取組が加速されることが期待されている。

４．本市を取り巻く状況
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⑸ 男女共同参画・女性活躍に向けた機運の拡大



４．本市を取り巻く状況
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⑹ 国による経済財政運営等の基本方針の提示

・ このような中，国においては，令和５年６月に「経済財政運営と改革の基本

方針２０２３」を閣議決定し，成長と分配の好循環を目指す「新しい資本主

義」の加速化を図るため，リスキリングをはじめとした「人への投資」の強化

や「官民連携による国内投資拡大とサプライチェーンの強靭化」，「スタート

アップ・イノベーションの推進」，「ＧＸ・ＤＸの加速」，「インバウンド戦

略の展開」などに重点的に取り組むとともに，「こども・子育て政策」を最も

有効な未来への投資であるとし，政府を挙げて取組を抜本強化し，少子化傾向

を反転させるとしている。

・ また，「新しい資本主義」の重要な柱の１つである「デジタル田園都市国家

構想」により，社会課題の解決や魅力的な地域づくりをデジタルの力を活用し

て行い，地方創生に取り組むこととしている。



５．本市のまちづくりの基本的な考え方
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⑴ スーパースマートシティの実現

・ 住み慣れた地域で安心して暮らせる「ＮＣＣ」の形成をまちづくりの基盤と

しながら，「人」と「デジタル」を原動力に，絆を深め，共に支え合う「地域

共生社会」，人・モノ・情報が行き交う「地域経済循環社会」，ＣＯ２排出量

を実質ゼロとする「脱炭素社会」の３つの社会が融合した都市の構築に取り組む。

・ 本格化する人口減少，少子・超高齢社会においても，本市が持続的に発展し

ていくため，概ね２０３０年頃を見据えた具体的なまちの姿として，「子ど

もから高齢者まで，誰もが豊かで便利に安心して暮らすことができ，夢や希望

がかなうまち『スーパースマートシティ』」の実現を目指し，国際目標である

ＳＤＧｓの達成にも貢献していく。

・ その具現化に当たっては，「まちづくり好循環プロジェクト」に位置付けた，

効果が高い先導的な取組や，複数の分野の連携が不可欠な横断的な取組を重点的

に実施していく。



５．本市のまちづくりの基本的な考え方
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・ 原動力である「人」づくりを推進するため，次世

代育成・少子化対策を強化するとともに，スタート

アップ支援やイノベーションの創出をはじめ，目ま

ぐるしい社会環境の変化に対応できる知識やスキル

を身に付けることのできる「リカレント教育」や

「リスキリング」の推進に取り組む。

・ もう１つの原動力である「デジタル」の活用を推

進するため，地域社会全体のデジタル化の推進や行

政ＤＸの実現に向け，官民が連携し，市民の誰もが

デジタルの恩恵を享受できる環境を構築していく。

⑵ まちづくりの原動力となる「人」づくり，「デジタル」活用の推進

別紙１ 「『ＳＳＣ』で実現する暮らし」のイメージ

別紙２ 「まちづくり好循環プロジェクト」の位置づけ等



６．本市の現状・課題，優先的に取り組む施策・事業の方向性
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【施策・事業の選択の考え方】１／２

本年は，ポストコロナ時代の到来や男女共同参画・女性活躍推進の一層の機運の高

まり等に加え，全国初の全線新設となるＬＲＴの開業を迎える，節目のタイミングで

あることから，市民・事業者等のまちづくりに対する意識や行動の変容が見込まれる

とともに，国内外から本市に注目が集まることが期待される。

⇒ この機を捉え，市民が，いつかまだ先のことだと思っていた未来都市や新しい

まちの暮らしを実感できるよう取り組むとともに，「宇都宮」ブランドを高め，国内

外に広く発信できるよう，「まちづくりの基本的な考え方」を踏まえた上で，優先

化・重点化を図りながら，施策・事業を導出する。



６．本市の現状・課題，優先的に取り組む施策・事業の方向性
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【施策・事業の選択の考え方】 ２／２

・ スーパースマートシティの実現に向け，都市の装置としてのＬＲＴをフル活用

し，⑴「地域共生社会」・⑵「地域経済循環社会」・⑶「脱炭素社会」の構築と，

その基盤となる ⑷「ＮＣＣ」の形成を更に前進させるため，これらに資する取組

に優先化・重点化を図る。

・ また，まちづくりの原動力として，「デジタル」を活用していくことを基本と

し，将来のうつのみやを担う「人」づくりを強化していく。

・ 複雑，多様化する市民ニーズに的確に対応するため，分野横断的な取組を⑴～

⑶の３つの社会ごとに取りまとめた「まちづくり好循環プロジェクト」に資する

取組を優先的に推進する。



・ 本市においては，婚姻数・出生数の減少率が全国を上回り，少子化が国よりも
急速に進行している。また，人口構造に目を向けると，子育て世代に転出超過の
傾向がみられる状況にある。
⇒ 結婚や妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援の充実に取り組むとともに，

安心して子どもを生み育てることができる環境づくりに取り組む必要がある。

６．本市の現状・課題，優先的に取り組む施策・事業の方向性
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⑴ 【地域共生社会】
≪ア．少子化対策≫

社会全体で子育て家庭を支える支援の充実

・ このような中，子どもを守る社会の実現に向け，地域社会が一体となり，子ど
もたちが人間力を高めながら，安心して健やかに成長できるまちを実現するため
「（仮称）子どもを守る都市宣言」を制定し，市内外に広く発信することとして
いる。
⇒ 子どもを守り・育てる行動を実践できる社会の実現に向け市民一人ひとりが

主体的に取り組む必要がある。



６．本市の現状・課題，優先的に取り組む施策・事業の方向性
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⑴ 【地域共生社会】

・ 本市においては，「夫は仕事，妻は家庭」といった固定的性別役割分担意識に

ついて，否定的に考える市民の割合が増えており，男女共同参画意識が高まって

いるが，いまだ性別役割分担意識が根強く残っている。

⇒ 固定的性別役割分担意識の解消，企業における経営者や管理職の意識改革，

女性のキャリア形成支援に取り組む必要がある。

≪イ．男女共同参画・女性活躍推進≫

社会全体で男女共同参画・女性活躍を推進する環境づくり，支援の充実

・ また，男性が育休を取得しづらい理由として，「職場に取得しやすい雰囲気が

ない」や「周囲の人に迷惑がかかる」と考える市民の割合が多い傾向にある。

⇒ 女性の経済的自立や活躍，男性の家庭参画を含めた環境づくりに取り組む必

要がある。



６．本市の現状・課題，優先的に取り組む施策・事業の方向性
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⑴ 【地域共生社会】

・ また，人生１００年時代においては，すべての人が元気に活躍し続け，安心し
て暮らすことのできる社会をつくることが求められている。
⇒ 生まれ育った環境に左右されることなく夢を実現できるよう，多様な場

所や手段で学びや体験を得られる環境を充実していく必要がある。

≪ウ．健康寿命の延伸≫

様々な分野で活躍できる人材育成・確保に向けたリカレント教育の推進 等

・ 本市においても健康寿命は延伸傾向であるが，生活の質の向上や地域の活性化
等に向け，引き続き健康寿命の延伸に取り組むことが求められている。

・ さらに，本市の持続的な発展の礎となる市民のウェルビーイングの向上と更な
る健康寿命の延伸のための生きがいづくりや交流の場の充実など，これまで以上
に健康づくりに取り組みやすい環境整備が求められている。
⇒ 子どもから高齢者まで，市民一人ひとりが生涯にわたってスポーツを楽
しむことができる環境の実現に向けて取り組む必要がある。

いつまでも健康で，生き生きと暮らし，活躍できる社会の実現



６．本市の現状・課題，優先的に取り組む施策・事業の方向性

⑴ 【地域共生社会】

・ 新型コロナウイルス感染症の拡大は，移動の制限や活動自粛，地域イベントの

中止など，数々の影響をもたらし，地域コミュニティや日常的な住民のつながり

を希薄化させ，「孤独・孤立」などの問題を顕在化させている。

・ また，国による高度外国人材の呼び込み等が進む中，在住外国人の増加と国籍

や職業などの多様化が進んでいることから，多文化共生の重要性がより高まって

いる。

⇒ デジタルデバイドに配慮しつつ，コロナの状況下で進展したデジタルを活用

しながら，人と人とのつながりや絆を大切に，外国人も含めた住民同士の支え

合いを広げていく必要がある。

≪エ．市内外におけるつながりの強化≫

みんなで地域を支える仕組みづくり
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６．本市の現状・課題，優先的に取り組む施策・事業の方向性

⑵ 【地域経済循環社会】

・ 国は「新しい資本主義」を加速させるため，ＧＸやＤＸへの投資を掲げている。
さらに，サプライチェーンの強靭化に向け，企業の国内回帰が期待される中，本
市においても今後の経済成長への期待が高まっている。

・ 一方で，人手不足や長期化する原油高・物価高などへの課題解決に向けては，
リスキリングによる人材の確保や，デジタルの活用による労働生産性向上などが
求められている。
⇒ 新たな成長産業の育成や集積，本市の産業を支える中小企業や食を支える農

業分野の更なる成長に向け，デジタルの活用などにより，地域経済の好循環を
加速化していく必要がある。

≪ア．産業・商工・農業≫

・地域経済を牽引する企業立地の促進と定着促進に向けた拡大再投資への支援
・ＧＸ・ＤＸによる産業振興
・イノベーションの源泉となる人材の確保・育成
・女性や高齢者，障がい者など，世代や分野を超えて，誰もが働きやすい労働環境

の整備とデジタル人材の確保
16



６．本市の現状・課題，優先的に取り組む施策・事業の方向性
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⑵ 【地域経済循環社会】
・ 新型コロナウイルスが５類感染症となり，インバウンドをはじめとした観光需
要の本格的な回復が期待され，ＬＲＴの開業によるヒト・モノ・情報の集積への
期待が高まっている。
⇒ 本市特有の観光資源である「大谷」「プロスポーツ」などの本市の魅力を

国内外に発信するとともに，周辺市町を巻き込んだ広域ＭＩＣＥ等の推進な
ど，さらなる誘客促進に取り組むことが必要である。

≪イ．観光・魅力≫

交流・関係人口の拡大による地域経済の活性化

・ 本市の魅力あるスポーツ資源をフル活用し，地域の盛り上がりの創出に向け，
プロスポーツチームとの連携を図りながら，年間を通したにぎわいの創出等を
図っていくことが求められている。
⇒ 官民連携による新たなスポーツビジネスの創出・拡大など，スポーツによる

本市経済・地域の活性化を強力に推進する必要がある。

スポーツ資源のフル活用に向けた環境の整備



６．本市の現状・課題，優先的に取り組む施策・事業の方向性
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⑶ 【脱炭素社会】

・ 「脱炭素先行地域」に選定されたＬＲＴ沿線での取組の横展開や，脱炭素型ラ

イフスタイルの推進，宇都宮ライトパワー株式会社と連携した再生可能エネル

ギーの地産地消の推進など，あらゆる部門における脱炭素化の推進が求められて

いる。

⇒ １００年先も輝き続けられる宇都宮を将来世代に残すことができるよう，

カーボンニュートラルの実現に向け，全市一丸となって取り組んでいくことが

求められている。

・官民連携による脱炭素化の促進

・行政における率先した脱炭素化

・市民一人ひとりの行動変容の推進



６．本市の現状・課題，優先的に取り組む施策・事業の方向性
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⑷ 【ＮＣＣ】

・ さらに，今後の駅西側へのＬＲＴ延伸を見据え，都心部に魅力ある便利なまち

の機能を充実させるなど，緑あふれるウォーカブルなまちづくりを進め，都市拠点

の強化を図っていくことが求められている。

⇒ ＬＲＴを基軸とした公共交通と一体となった都心部まちづくりや拠点形成の

推進など，都市の風格と利便性を兼ね備えたまちづくりに取り組む必要がある。

・ ＬＲＴ開業後に伴う停留場周辺地区においては，都市部と農村部の交流促進な

ど，地域の特性を生かしたまちづくりを目指していくことが求められている。

・ 今後，供用開始を予定する東部総合公園を生かしたスポーツによるまちづくり

を行い，将来にわたってにぎわいあふれる都市の実現が求められている。

⇒ 地域資源を生かした魅力あるＬＲＴ沿線まちづくりに取り組む必要がある。

≪ア．拠点化≫

・駅東側のＬＲＴを活用した沿線まちづくりの推進

・駅西側のＬＲＴ整備を見据えたウォーカブルなゆとりあるまちなか空間の形成

１／２



６．本市の現状・課題，優先的に取り組む施策・事業の方向性
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⑷ 【ＮＣＣ】

・ 国は「新しい資本主義」を加速させるため，ＧＸやＤＸへの投資を掲げて

いる。さらに，サプライチェーンの強靭化に向け，企業の国内回帰が期待され

るなど，本市においても今後の経済成長への期待が高まっている。

≪ア．拠点化≫

（再掲）
・地域経済を牽引する企業立地の促進と定着促進に向けた拡大再投資への支援

（再掲）

２／２



災害に強い強靭なまちづくり

６．本市の現状・課題，優先的に取り組む施策・事業の方向性

⑷ 【ＮＣＣ】

・ 近年の気候変動などにより，豪雨災害などが激甚化・頻発化している。

⇒ これらの災害に強い強靭なまちづくりをしていくことが必要である。

・ また，本年は，ＬＲＴの開業をはじめ，本市の公共交通を取り巻く環境が大き

く変化するタイミングであることから，誰もが公共交通の利便性を享受できる環

境整備が求められている。

⇒ 拠点間を便利で快適に移動できるよう，階層性のある「公共交通ネットワー

ク」の更なる強化に取り組む必要がある。

≪イ．ネットワーク化≫

・駅西側のＬＲＴ整備の推進
・公共交通ネットワークの充実

≪ウ．安全・安心≫

21



７．策定に当たり配慮すべき事項
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・ 施策・事業の検討に当たっては，十分なデータ等の収集・分析・予測を行い，

根拠に基づいて事業を推進する，いわゆるＥＢＰＭ※を基本とする。

ただし，事前に効果を検証する必要がある場合は，仮説に基づき，事業を試

行的に実施するなど，柔軟に対応する。

・ さらに，その運用に当たっては，施策・事業の到達目標は適切に設定した上で，

本市を取り巻く状況は常に変化するものであることを前提に，短期間で立案，実

行，評価，改善を繰り返す「アジャイル型」の施策・事業を推進していく。

※ エビデンス・ベースド・ポリシー・メイキング（証拠に基づく政策立案）

共創のまちづくりを進める「うつのみや未来創造プロジェクト」においては，若年

世代ならではの自由な発想による「本市にあってほしい取組」の導出を目指している

が，取組の内，速やかな実現を図るものについては実施計画の計上につなげていく。

⑴ 根拠に基づく施策・事業の立案，「アジャイル型」の施策・事業の推進

⑵ 若年世代の意見の市政運営への反映



７．策定に当たり配慮すべき事項
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・ 将来のうつのみや像の実現に向けた施策・事業を検討しつつ，社会経済状況の

変化や市民ニーズなどを踏まえ，早急に対応する必要があるものについては，実

施計画の策定を待たずに前倒しで対応するなど，時機を捉えて積極的に取り組む。

・ 施策・事業の立案に当たっては，その効果を明らかにした上で，既存事業にお

ける効果を改めて検証し，より効果の高いものとなるよう必要に応じ見直しを

行い，新規事業と併せて総合的に最適化を図る。

⑶ 時機を捉えた施策・事業の検討，既存事業の見直し

⑷ 広域的な視点からの施策・事業の検討

圏域の状況を的確に捉え，県や周辺市町等と連携しながら，相乗効果やスケールメ

リットが発揮できるよう施策・事業を積極的に検討し，本市の更なる交流人口の増加，

や地域経済の活性化はもとより，圏域全体の持続的な発展にもつなげていく。



７．策定に当たり配慮すべき事項
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・ 「公共施設等総合管理計画（後期計画）」に基づき，今後も維持すべき行政

サービスを提供するため，長寿命化対策を行うとともに，老朽化が顕著な施設

については，ＮＣＣの更なる推進に向けて，都市拠点やＬＲＴ沿線，公共交通に

よるアクセス性を踏まえながら，拠点への再配置や他の施設機能との集約・複合

化を検討していく。

・ インフラの維持・管理においてもデジタルを活用したＤＸに取り組むなど，

市民の安全・安心で豊かな生活の実現に寄与していく。

施策・事業の実施にあたっては，「市民，団体，事業者，行政」が持つ技術やノ

ウハウなどの強みを活かす「共創・協働」，「公民連携」（ＰＰＰ）を基本とする。

⑹ 多様な主体との共創，連携による施策・事業の検討

⑺ 公共施設の老朽化を見据えた施策・事業の検討

⑸ 持続可能な財政構造を踏まえた施策・事業の検討

国等の補助事業の積極的な活用による歳入の確保や財政負担の平準化などの視点

から検討を行う。



８．策定スケジュール
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令和６年 ２月頃 計画の公表（概要版）



別紙１ー１ 「『ＳＳＣ』で実現する暮らし」のイメージ
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別紙１ー２ 「『ＳＳＣ』で実現する暮らし」のイメージ
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別紙１ー３ 「『ＳＳＣ』で実現する暮らし」のイメージ
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別紙２ー１ 「まちづくり好循環プロジェクト」の位置づけ等
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【将来のうつのみや像を達成するためのプロジェクト等の位置づけ】



別紙２ー２ 「まちづくり好循環プロジェクト」の位置づけ等
【まちづくり好循環プロジェクト】

30
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